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＝消費生活相談員のための判例紹介＝
いわゆる「ロコ・ロンドン貴金属取引」は違法な賭博行為であり、顧客が取引の仕組みやリスクを理解し
て任意に取引を行ったとしても、「ロコ・ロンドン貴金属取引」に誘い入れる行為は不法行為に該るとして
業者・従業員・取締役らの損害賠償責任を肯定した事例
　平成20年３月27日　東京高等裁判所判決・平成19年（ネ）第5655号
　（原審・平成19年10月25日　東京地方裁判所判決・平成19年（ワ）第11627号）
 弁護士　荒井　哲朗（東京弁護士会）

１　問題の所在

　平成17年７月に施行された改正金融先物取引法に
よって、「外国為替証拠金取引」について不招請勧
誘の禁止、登録制度の導入などの規制がなされたこ
とから、「外国為替証拠金取引」業者の多くが消滅
した。しかし、近時、「外国為替証拠金取引」業者
の構成員であった者らが、「ロコ・ロンドン貴金属
取引」、「店頭ロンドン渡し金取引」、「貴金属スポッ
ト取引」なる私的差金決済取引を創出し、被害の拡
大の傾向を見せている。このような私的差金決済取
引の違法性についての基本的な考え方は、「外国為
替証拠金取引被害の事件処理」（消費者法ニュース
60号168頁）、「『ロコ・ロンドン貴金属取引』の違法
性について」（消費者法ニュース70号200頁）におい
て整理したところである。このような取引は、その
存在自体が許されるべきではない。

２　「ロコ・ロンドン貴金属取引」とは

　「ロコ・ロンドン貴金属取引」とは、海外におけ
る貴金属の現物価格を差金決済指標としてする、「私
設」「海外」「現物まがい」「証拠金」取引である。「ロ
コ・ロンドン貴金属取引」の基本的な内容は、取引
単位や証拠金金額・証拠金率に業者ごとの差異があ
るが、おおよそ次のとおりである。すなわち、顧客
は、業者に対して、ロンドン渡しの金現物100トロ
イオンス（１トロイオンス＝31.1035グラム）を１
取引単位とする最低取引単位あたり50万円程度の
「保証金」を支払ってロンドン渡しの金を売買した
と同様の（差金決済を行う）地位を取得し、任意の
時点で当該地位（ポジション）と反対の取引をする
ことによって生ずる観念上の差損益について差金の
授受を行う。また、顧客は、取引を行うことにより、
（いかなる理由に基づくものかは不明である。ドル
と円の運用益の差に着目するとするものと金の受渡
し時期の繰り延べの精算に着目するものがある）１
取引単位当たり１日数百円程度の「スワップ」と称
する「金利」を得ることができる（買いポジション
に付する業者と売りポジションに付する業者があ

る）。なお、差金決済指標となる「ロンドン渡しの金」
の価格は（相対取引であるから当然といえば当然で
あるが）、業者が任意に設定し、かつ、同取引のた
めに決せられる必要がある「為替レート」も業者が
任意に設定するものとされている。さらに、上記「ス
ワップ」も、業者が任意に設定するものとされてい
る。また、取引には手数料を要する。このように、「ロ
コ・ロンドン貴金属取引」は、業者が提示する「ロ
ンドン渡しの金現物価格」及び「ドル円為替変動」
を差金決裁指標とする差金決済契約である。

３ 　「ロコ・ロンドン貴金属取引」の仕組自
体の違法性

　上記のような取引は、それ自体が存在を許されな
いものであるといわなければならない。このことは、
直感的にも、海外市場において外国通貨建てで何ら
かの取引を行ったものと仮定し、これにレバレッジ
を掛けた取引を任意に創出できることになれば、外
国為替証拠金取引に対する規制は全く空文化するこ
とになってしまうことや、国内の先物取引の類似取
引が禁止され、相場による差金の授受が禁止され、
海外先物のノミ行為が禁止されている趣旨が全くお
かされてしまうことを考えれば容易に理解しうるも
のと思われる。
　「ロコ・ロンドン貴金属取引」は、賭博として刑
事罰を以て禁止される行為を、あたかも何らかの
真っ当な金融商品取引であるかのような概観を生じ
させて、高率の手数料を徴求し（高率の手数料を支
払ってまで貴金属の価格で利ざやを得る取引をした
いというのであれば、法律で整備された先物取引を
行えばよいのである）、一方的に証拠金を徴求し（保
全の措置が法律上整備されているわけではないから
利益金はおろか証拠金でさえ返還される保証はな
く、現実に平成17年には外国為替証拠金取引業者の
多くが証拠金を返還することなく破綻したことは記
憶に新しい）、差損益計算に大きな影響を及ぼす差
金決済指標である外国為替及び金現物価格を一方的
に業者において決定することとして（なお、業者が
顧客に著しく不利益なレートを設定することによっ
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て顧客の証拠金を不当に消滅させていた事例も確認
されている）、業者において業として、図利目的で、
常習的に行われるものであり、そのようなものであ
ると聞かされれば通常人であればこのような取引を
行うとはおよそ考えられない「いかさま賭博」、「詐
欺賭博」とでもいうほかはないものであるから（し
たがって、取引の実際を明らかにしない詐欺的勧誘
が不可避的に生じる）、これをあたかも何らかの真っ
当な金融商品であるかのように誤信させて一般消費
者を勧誘してこれを行わせて証拠金等名下に金銭の
交付を受ける行為は、公序良俗に著しく反し、私法
上も不法行為を構成させるに十分な違法性を有する
ものであるというべきである。
　日弁連も、平成19年３月16日付でいち早く、この
ような商法の仕組自体を違法とする「『ロコ・ロン
ドン金取引』商法の被害に関する意見書」を採択し、
各地の弁護士会も同旨の意見書等を採択していると
ころである。

４　特定商取引法の適用

　ところで、平成19年７月15日施行の特商法施行令
は、「ロコ・ロンドン貴金属取引」を指定役務とし
て特商法の規制に服させようとしている。もっとも、
原状回復義務は法人としての業者のみにしか生じな
いことなどにより、現在我が国で急増の傾向を見せ
ているこの種取引をクーリング・オフなどによる簡
易な被害回復手続きによって救済することには様々
な困難も予想される。筆者の個人的感覚では、同法
の利用によってはこの種商法に適切には対応できな
い。

５　東京高判平成20年３月27日

　東京高判平成20年３月27日は、取引の仕組み自体
を違法であるとはいえないなどとして請求を全部棄
却した東京地判平成19年10月25日を変更して被害者
逆転勝訴判決をした。「ロコ・ロンドン貴金属取引」
商法の違法性を簡潔に断じる初めての判決であり、
これまでの私的差金決済取引被害群の判決の流れを
引き継ぐものであって、その限りでは適切である（な
お、本判決が過失相殺をしているのは誤解に基づく
ものであるというしかない。商法自体が違法なので
あるから、過失を云々することは公平に悖る。）。い
わゆる「ロコ・ロンドン貴金属取引」商法はそれ自
体が違法であるというのであるから、消費生活相談
の場においても、被害回復交渉のための理由付けな
どとして援用されるべきものと考える。
　本判決の判示内容は、以下のとおりである。

　「本件取引においては、売主である被控訴人会社
（注：業者）が金の現物を買主である顧客に交付す
ることは当初から予定されておらず、顧客が一定の
期間内に反対売買をすることを前提として、これに
よってその差額を算出し、これを金銭で授受して当
該取引を終了させるものであると認められる。しか
るところ、売買差金の額は、顧客が買った（売った）
とされる金の「ロンドン渡しの金の現物価格」に「ド
ル円の為替レート」を乗じた額との差額によって算
出されるものであり、そして、「ロンドン渡しの金
の現物価格」も「ドル円の為替レート」も、基本的
には、被控訴人会社及び顧客において確実に予測で
きないものでありまたその意思によって自由に支配
することもできないものであるから、そうとすれば、
本件取引は被控訴人会社と顧客との間において偶然
の事情によって利益の得喪を争うものといわざるを
得ず、本件取引は賭博行為に該当するというほかは
ない。そして、本件全証拠によっても、本件取引（賭
博行為）の違法性を阻却する事由を認めることはで
きない。したがって、仮に控訴人において本件取引
の仕組みやリスクを理解して任意に本件取引を行っ
たとしても、控訴人を顧客として本件取引（違法な
賭博行為）に勧誘しこれに誘い入れた点において、
その勧誘行為を実際に行った被控訴人Ａはもとよ
り、その勧誘について被控訴人Ａと意思の連絡が
あったものと推認される被控訴人Ｂら（取締役ら３
名）も、民事上の不法行為責任を負うものというべ
きであり、そして、被控訴人会社も民法715条１項
又は会社法350条により控訴人に対して損害賠償責
任を負うべきものである。」
　本件損害賠償請求にも民法708条が適用ないし類
推適用されるが、「（請求金額のうち損金は）賭博に
負けたことによって被控訴人に交付された金銭及び
（手数料は）賭博を行うためのいわゆる寺銭である
というべきであるから、そうとすれば、これらは公
序良俗に反する行為を目的としてあるいは公序良俗
に反する行為を行った結果として交付されたものと
いうことができ、民法708条本文にいう「不法な原因」
のために給付されたものと言うことができる」。し
かし、「（被害者の属性、被控訴人会社から勧誘され
たものであること、被控訴人が手数料を得るもので
あること、その額は証拠金の１割に相当すること、
などを考慮すると）本件取引（賭博行為）について
はその不法な原因は受益者である被控訴人会社によ
り多く存したもの、換言すれば、不法性は被控訴人
会社の方が控訴人に比べてより強いもの、というべ
きである。」から、その返還請求の趣旨である損害
賠償請求をすることができる。
 以上


